
        

北 広 島 市 住 生 活 基 本 計 画 （ 案 ） の 策 定 に つ い て 

 

■ 計画の目的・位置づけ (P1・P2) 

・住生活基本法に基づく国・北海道の住生活基本計画を上位計画とし、市民が長く住み続けられる住まい

や住環境を形成するためのガイドラインとして策定する。 

・総合計画（第5次）に基づく住生活における個別計画としての位置づけ。 

 

■ 計画期間 (P2) 

   平成２７年度から平成３６年度までの１０年間 

 

■ 施策の体系   

 

  住宅・住環境の現状 (P12)       取り組むべき課題 (P12)      基本目標  (P23)     (P25～) 
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■ 住まい・住環境のテーマ (P22) 

     誰もが安心して快適に暮らせる住まい 

     緑豊かな自然と調和した魅力ある住環境 

 

■ 重点施策 (P50)   

   ①子育て世帯等の定住促進 

    ②高齢者等の住み替え支援 

    ③空き地・空き家の有効活用 

 

 

・高齢化の進行や高齢期の生活

支援等、高齢期になっても安

心して暮らせる住環境の形

成が必要となっている。 

・人口減少や少子化をふまえ、

若い世代にとって住みやす

く、高齢になっても安心して

住み続けられる住環境の形

成が必要となっている。 

  

1)高齢になっても住み続

けられる居住環境の形

成 

2)若い世代が住みたくな

る、住み続けられる居

住環境の形成 

 

 

リフォーム需要などをふま

え、今後は既存住宅を有効に

活用できる住宅市場の整備

が必要となっている。 

3)既存住宅ストックを有

効に活用できる住宅市

場の形成 

 

・本市の大きな魅力であり、市

民の満足度も高い緑豊かな

環境を生かした市街地の再

生が必要となっている。 

・省エネ性能や市民ニーズなど

をふまえ、災害や環境に対

し、持続可能な居住環境の形

成が必要となっている。 

 

4)緑豊かな環境を生かし

た魅力ある住宅地再生 

5)安全・安心で、環境に

も配慮した持続可能な

居住環境の形成 

 

住環境の多様性や市民の多

様なニーズに対応するため、

民間事業者との連携、分野を

横断したさらなる連携が必

要となっている。 

6)関連する他分野、民間

事業者等と連携した住

宅施策の推進 

 

 

 

【基本目標１】 

 

誰もが安心して

住み続けられる

まち 

【基本目標２】 

良質な住宅スト

ックの形成と有

効活用 

 

【基本目標３】 

 

豊かな自然環境

を生かした持続

可能な住環境 

【推進方策】 

多様な主体の連

携による施策の

展開 


